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平成27年度予算見積調書
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課室名:課室名:少子政策課

内線:内線:3330

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成27年度～

会計 款 項 目

一般会
計

児童福
祉費

民生費 児童措置費

説明事業

地域型保育給付費負担金

戦略項目

担当名:担当名:保育運営・幼保連携担当

子ども・子育て支援法第67条 01　　　子育ての安心

010101　子育て支援の充実

予算額

決定額 522,381522,381

前年額 11,33911,339

522,381522,381

11,33911,339

511,042511,042

前年との
対比

財　　源　　内　　訳

一般財源

番号

地域型保育給付費負担金

１　事業の概要

　保護者の労働又は疾病等の理由により、保育の必要性

の認定を受けた児童を市町村が認可した、小規模保育事

業や家庭的保育事業等に入所させ、児童の健全な育成を

図る。

（１）家庭的保育事業　　　　　　　　　　29,205千円

（２）小規模保育事業　　　　　　　　　 441,730千円

（４）居宅訪問事業　　　　　　　　　　　 1,075千円

２　事業主体及び負担区分

事業主体：市町村

負担区分：国1/2（県1/4）市町村1/4

３　地方財政措置の状況

国において検討中

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

9,500千円×2.0人＝19,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　家庭的保育事業
　　　　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第20条の規定に基づき市町村が保育の必要性の認定を受けた児童
　　　が家庭的保育事業所に入所した場合、子ども・子育て支援法第67条の規定により所要の経費の1/4を義務負担す
　　　る。
　　イ　小規模保育事業
　　　　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第20条の規定に基づき市町村が保育の必要性の認定を受けた児童
　　　が小規模保育事業所に入所した場合、子ども・子育て支援法第67条の規定により所要の経費の1/4を義務負担す
　　　る。
　　ウ　事業所内保育事業
　　　　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第20条の規定に基づき市町村が保育の必要性の認定を受けた児童
　　　が事業所内保育所に入所した場合、子ども・子育て支援法第67条の規定により所要の経費の1/4を義務負担する。
　　エ　居宅訪問事業
　　　　児童福祉法第24条及び子ども・子育て支援法第20条の規定に基づき市町村が保育の必要性の認定を受けた児童
　　　を居宅訪問事業を利用した場合、子ども・子育て支援法第67条の規定により所要の経費の1/4を義務負担する。

　　　「埼玉県5か年計画」において、保育サービスの利用可能な児童数を15,000人分拡大することとしている。

　　　　③事業所内保育事業

（２）事業計画

（３）事業効果
　　　保護者の就労や疾病などにより、保育の必要性の認定を受けた児童を入所させることにより、女性の子育てと仕
　　事の両立及び児童の健全な育成が図られる。
（４）その他
　　　【前年度からの変更点】
　　　　以下の①・②の事業が今年度から統合され、③・④の事業が新規で追加された。
　　　　①家庭的保育事業
　　　　②小規模保育事業

(単位：千円)

（３）事業所内保育事業　　　　　　　　　50,371千円

　　　　④居宅訪問事業

分野施策


